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　平成23年12月改正では、納税者が更正
の請求を行うことができる期間がそれまでの
1年から5年（贈与税は6年）に延長され、
課税庁が増額更正できる期間も5年に延長さ
れた（贈与税は従前どおり6年）。また、更
正の請求期間を経過した年分については、運
用上の対応として「更正の申出」が整備。増
額更正が行われる期間内である場合、更正の
請求に準じた処理がなされる（図参照）。
　具体的に相続税の更正の請求・増額更正の
期間制限をみると、相続税の更正の請求期間

は平成23年12月2日以後に法定申告期限が
到来するものから5年に延長され、課税庁に
よる増額更正期間も同様に5年に延長された。
　改正による期間制限の推移を確認すると、
相続税の更正の請求の対象と課税庁による増
額更正の対象が3年で一致するのは、平成
25年12月以降だ。3年で一致する以前は、
課税庁による増額更正と更正の請求の対象期
間にズレが生じるが、課税庁において増額更
正が可能な期間については、「更正の申出」
ができる。

　贈与税の更正の請求期間は、平成23年分
から6年に延長されている（相法32②）。一
方、課税庁による増額更正の期間は、従前ど
おり6年となる。
　この改正による期間制限の推移をみると、
贈与税の更正の請求の対象年分と増額更正の
対象年分が6年で一致するのは、平成29年

3月以降となる。
　なお、更正の請求の対象年分と増額更正の
対象年分が6年で一致するまで間、更正の請
求の対象年分と課税庁による増額更正の対象
年分にズレが生じるが、増額更正が可能な年
分については、「更正の申出」に基づく減額
更正の対象となる。

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する
法律」が昨年12月2日に施行された（平成23年12月改正）。同法律により更正の請求期間の
延長、課税庁による増額更正期間の延長等が実現。法律の施行日である昨年12月2日以後に
法定申告期限が到来するものから適用されている。また、更正の請求期間を経過した年分に
ついては、運用上の対応として「更正の申出」が可能となっている。
　今回のスコープでは、相続税、贈与税に係る更正の請求期間延長・更正の申出、課税庁に
よる増額更正の期間延長の適用関係を確認する（所得税に係る適用関係は本誌439号8頁参照）。

相続税の更正の請求・増額更正は5年に延長

贈与税の増額更正期間は従前どおり6年

更正の請求期間、贈与税は6年に延長

相続税・贈与税に係る
更正の請求・申出の適用関係
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【図7】 営業権に関する議論は不毛？
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【図】事案の概要

譲渡損失

（出典：金融庁公表資料に基づき作成）

③自己株式（34万株）

2012年にIFRSを強制適用するか否かを判断

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。
※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）
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【表】被相続人の海外資産の取扱いに関する裁判所の認定事実（一部抜粋）

•亡税理士は、被相続人の確定申告をした際に、被相続人の海外における医療費に関する資料を受け取っ
た経験があったことから、被相続人は海外資産を保有している可能性が高いと認識していた。
•しかし、亡税理士は、原告に対して海外資産に関する資料提供を求めたり、海外資産の有無について調査
を求めなかった。
•原告は、被相続人が海外に別荘を保有しており、預金も有していることを認識していたが、別荘の所有形態
や預金の具体的な内容を把握しておらず、資料も手元になかった。
•原告は、亡税理士から被相続人の海外資産について資料の提供も調査も求められなかったため、海外資産
を特に調査することもなく、また資料の提供もしなかった。
•亡税理士は、被相続人の海外資産はまったく存在しないものとして、相続税の確定申告書を作成していた。

（出典：政府税制調査会）

【図】更正の請求・増額更正の期間制限の推移
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（2）贈与税
　・更正の請求期間は、平成23年分から6年に延長された。（太線）
　・増額更正ができる期間は、従前どおり（6年）。（網掛）

（1）相続税
　・更正の請求期間は、平成23年12月2日以後に法定申告期限が到来するものから5年に延長された。（太線）
　・増額更正ができる期間は、平成23年12月2日以後に法定申告期限が到来するものから5年に延長された。（網掛）
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